
無電柱化の推進に向けた支援等について 

 

道路の無電柱化は、防災性の向上、安全で快適な通行空間の確保、良好

な景観の形成等の観点から重要であり、特に令和元年９月に発生した房

総半島台風や令和６年１月に発生した能登半島地震において、電柱の倒

壊等とそれに伴う道路閉塞、停電や通信障害が多数生じたことで、避難、

救援、復旧に支障をきたしたことからも、災害が激甚化・頻発化する昨今

においては、一層その必要性が高まっている。 

しかしながら、我が国においては、戦後の急激な経済成長に伴い急増し

た電力・通信需要に対応するため、一定の法的保護のもと、電柱や架空線

の整備が進められたことを背景に、無電柱化の整備水準は、欧米やアジア

の主要都市と比較して大きく立ち後れている状況にある。 

国においては、平成２８年１２月に「無電柱化の推進に関する法律」を

定め、「無電柱化推進計画」を策定し、占用制限や補助制度の創設、技術

的支援等により、計画的な無電柱化に取組んでいるが、より一層の推進を

図るためには、更なる支援が必要である。 

無電柱化の実施にあたっては、道路管理者が主体となって整備をする

「電線共同溝方式」が近年、最も採用されているが、事業費が高額となり、

国からの財政支援を得てもなお自治体の費用負担は大きく、事業期間も

長くかかることから、大きな進捗は得られていない状況である。また、電

線管理者の負担である建設負担金については、事業費の数パーセントと

なっており、適正な負担となっているか精査する必要がある。 

一方、電線管理者が主体となって整備をする「単独地中化方式」につい

ては、電線管理者の費用負担が「電線共同溝方式」と比較して高額になる

ことが懸念され、ほとんど活用されていない。「単独地中化方式」は、道

路事業等と併せて実施することにより、全体事業費の縮減及び事業期間

の短縮が可能と考えられる方式であるが、その促進にあたっては、電線管

理者が懸念する費用負担を軽減する必要がある。 

無電柱化を加速するためには、国、自治体、電線管理者が相互に協力し、

各道路の状況に応じた事業手法により、それぞれが主体的・積極的に無電

柱化を推進する必要がある。 
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とりわけ、人口及びインフラ施設の密集する首都圏においては、災害発

生時の被害が甚大かつ広範となると想定され、無電柱化の推進は急務で

あることから、次の事項を要望する。 

 

１ 単独地中化方式に係る電線管理者の費用負担が、電線共同溝方式に

係る電線管理者の費用負担と同等程度に軽減されるよう、新たな財政

支援制度を創設すること。 

 

２ 電線共同溝方式に係る電線管理者の建設負担金について、適正な負

担となるよう見直しを行うこと。 

 

３ 無電柱化推進施策について、十分な財源を確保すること。 
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